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○部会長 それでは、雨の中をお集まりいただきまして、どうもありがとうご

ざいます。それで、第２回目の労働報酬下限額の報酬専門部会をこれから開催

させていただきます。 

 いろいろ資料を御用意いただきましてありがとうございます。事務局も議会

があるので大変忙しいところ、御準備いただきました。 

 さて、それでは、議事次第に沿いまして、まず最初に、事務局のほうから御

報告をお願いします。 

○事務局 では、部会長、済みません、私のほうから御報告を申し上げます。 

 この間、４月から公契約適正化委員会を開催しまして、労働報酬専門部会に

つきましては、きょうが２回目ということで、保坂区長のほうに、この間の議

論の御報告をいたしました。先般、前回、委員からも上申書をお出しになられ

ていましたので、それもお渡ししながら、この間の御説明をしてまいりました。

あと、今後の日程ということでも簡単に御説明を申し上げたところ、やっぱり

28年度に何らかの一定の結論を予算に反映できればということで御指示があり

まして、たしか前回の議論の中では、役所の制度からいって、28年度というの

はなかなか厳しいんじゃないかというような御意見もありましたが、区長のほ

うは、28年度にこの適正化委員会の何らかの成果を見せていきたいという思い

がありまして、そういう指示になっているところでございます。ですから、今、

公契約適正化委員会、それから入札監視委員会、そしてこの労働報酬専門部会

ということで、主にこの条例の目的であります区内産業の活性化に向けてとい

うことで、入札制度改革、そして労働報酬下限額の決定、この二本立てをきち

っと見せていかなければいけないだろうというふうに考えております。 

 ですから、28年度に見せるということは予算要求に入れていくということに

なりまして、既に全庁挙げての予算要求の時期に今入ってきているところです。

もちろん作業的なこともありますし、また予算査定という部分も入ってきます

ので、正式に予算の案が固まるのは年明けの議会にお出しする、２月の上旬と

いうことになりまして、最終決定、案の決定はその段階ですけれども、大体こ

れでいこうというおおむねの原案というんでしょうか、予算原案を年内につく

るのを今日程的に目指そうとしております。ですから、私どもこの適正化委員

会、そういう予算反映に当たっては、当然予算要求は事務的なスケジュールに

合わせてやるんですけれども、またこれは政策経営部での予算査定あるいは特

別職での予算査定という日程に入っていく中で、事務的には入れておくものの、

そこでまた実質的な御審議をいただくという日程が12月の上旬ぐらいまでだろ

うと考えております。ですから、今後も来年度にわたって十分議論の深掘りは

多少必要だとは考えておりますが、何とぞそのような日程で、今後の御議論を

していただければというふうに考えてございます。 
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 当初、恐らく委員の皆様のお考えの中には、区長からの諮問がございました

ので、答申という形でお考えかと思います。そういう意味もあって、前回の御

意見の中には29年度予算反映というようなお気持ちがあったかと思いますけれ

ども、答申に至らずも、例えば中間報告というようなことで、やっぱり議会あ

るいは区民に２年間何もお示ししないというのは、これも何をやっているんだ

というふうに見られがちですので、中間報告という形で１回、今言った12月の

上旬もしくは中旬までにお示ししていくのがいいのではないかと、事務局レベ

ルの日程調整の中でそのように今考えているところでございます。ですので、

きょう、またこの後、(2)で労働報酬下限額についての御議論をいただくところ

でございますけれども、そういった中間報告的な報告ということでの御議論を

していただいて、取りまとめをしていただいて、まとめていくような形でお願

いできればと考えております。 

 私からは以上でございます。 

○部会長 ということで、当初の作業テンポから考えてみますと少しスピード

アップをして、来年度予算に反映するなり、あるいは何らかの今後への方向づ

けを出すような形で、最終報告に至らなくても中間報告で、区の姿勢を受けた

中間報告をつくり、それに基づいて予算編成等への働きかけができるようにし

ていくということが事務局から出されたわけです。 

 これを受けて、きょうは前回の議論を受けた形で、今の事務局の報告、ある

いは区の意思に沿う形で進行したいと思います。前回、それぞれの委員の皆さ

んから御報告いただくことがありますので、それから進めさせていただきたい

と思います。 

 きょう、お手元にお配りした資料の確認をさせていただきたいと思います。

世田谷区公契約適正化委員会労働報酬専門部会（第２回）次第というのがワン

セットです。それから、「建設業法令遵守ガイドライン（第４版）－元請負人

と下請負人の関係に係る留意点－」というコピーが入っているでしょうか。次

に、前回、各委員から幾つか出されたことで、１つは、（委員名）のほうから要望

書が出ておりますでしょうか。それからもう一つは、（委員名）からのものですけ

れども、世田谷区公契約条例平成28年度労働報酬下限額（業務委託・指定管理）

に関する意見・提案という２枚の文書は行っておりますでしょうか。なければ、

手を挙げて御指示いただきたいと思います。それから、意見書という形で、（委

員名）のほうから労働報酬専門部会の討議に当たり、以下のとおり意見・提案

いたしますというのは行っていますでしょうか。以上がきょう用意された資料

です。 

 それでまず、今申した順番で建設業法令遵守ガイドライン（第４版）という

のは、現在、国土交通省がそれぞれガイドラインの改正を行いましたもので、
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これは主に下請負の関係に関するものなんです。この中に幾つか、帳簿の関係

でありますとか、それから赤伝処理とかさまざま指摘されている下請負関係の

改善課題について細かな基準を設けて、これは違反となる行為とか、違反には

ならないけれども注意をしてくださいとかという形で、契約書類の形式とかに

ついてもかなり細かなガイドラインが示されております。それの資料の最後か

ら２枚目の後ろ側ですね。ページが打っていないので恐縮なんですけれども、

(5)関係法令というのがございます。そこに社会保険・労働保険、これが労働関

係に関する具体的な指示でございまして、保険料は義務的に負担しなければな

らない法定福利費であって、通常必要と認められる原価に含まれるということ

で、元請、下請ともに見積もり時から法定福利費を必要経費として適正に確保

する必要があるということが書かれています。 

 そういうことで、幾つか標準見積書にもかかわって、この点をかねてから改

善するようにということで、実は昨年、この公共工事の推進に関する３法と呼

ばれている品質確保法と入札契約適正化法及び建設業法の３法の改善が請負関

係の改善とそれによって報酬を改善して、中長期的に技能労働者を確保すると

いうはっきりした方向に改善が行われているということが、現在、国の建設業

改善方策だということを踏まえ、世田谷区の議論をしていくことが有効かなと

いうふうに考えて用意しました。 

 それでは、順番があれですけれども、式次第に沿いまして、以下、前回御発

言いただいたものを並べただけなんですが、この委員会はそれぞれの分野の専

門家がおられるんですが、まず第１に、①というところなんですが、公契約条

例の施行に伴いまして、前回、（委員名）のほうから、従来までの契約の様式

ないしは公契約を踏まえた何らかの様式の改善なり、その条例に沿う追加事項

みたいなものが考えられないかということが指摘されていたと思うので、これ

については、（委員名）のほうから提案をいただきたいと思います。 

○委員 お手元に前回の７月21日の上申書、ないかもしれませんが、もしあれ

ば見ていただきたいんですけれども、今の事務局の方のお話で、区長さんが今

年度中にとなると、実はこの部分も来年というわけじゃなくて、今年度、多分

一応単価を決めて、来年からやらないかということをやるんだと思うんですね。

そうすると、それを実行したときにいろいろ出てくる問題の契約書だとか、守

らなかったけれどもどうするとか決めておかないといけないので、私もこの部

分のスピードアップは必要かなということは先にお話ししています。 

 もう一つは、せっかくいろいろ単価を決めても守らない業者が出て、まじめ

に守っていく業者が損をすることがあってはならないということは、要するに

条例で契約している全ての何千万円以上、それはたくさんあります。それを担

う業者の方は全部守っていただくということをどうやったら実現できるかとい
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うことをしないと、結局、正直に出した人だけが損をして、ほかの人が抜け駆

けして安い単価で使えるということだと、そういう意味で、私がこれから３つ

お話しするんです。 

 １つは、公契約と言われている契約自体の中に、もちろん単価の具体的な数

字を入れながら、わかりやすく言うと、工事現場でいえば、その現場に働く全

ての労働者、全ての職人さんにこの適用がありますよということをまず明示し

なきゃいけない。それについては、元請が全て責任を負って実現しますという

ことを入れなきゃいけないと思うんですね。それはその雇用形態のいかんを問

わないと。下請業者なのか、あるいは一人親方なのか、あるいは臨時か何かわ

かりませんけれども、あるいは何次請負とかいろんな形があると思いますが、

その雇用形態のいかんを問わず、その下限報酬を守りますということを元請業

者に約束させていくことが１つ。 

 逆に指定管理などで考えれば、その指定管理の場所の職場で働く全ての労働

者、それは下請もあるし、バイトだとか業務請負という労働者もいるかもしれ

ない。そういうことについて、やはり指定管理を受ける事業体が全て守ります

と、それを約束する文言を明確に入れておかなきゃいけない。そういう意味で

は、その中に１人でも２人でもうちはいいんだということがあっちゃいけない

ということで、そういう契約書をつくっていただきたいということです。もち

ろん義務を直接負うのは契約の当事者ですので、区との間では元請さんなり指

定管理者なりが受けるということは間違いないんですけれども、その効果とし

ては、その元請さんが責任を負うということを書いてもらうと。ここのところ

は、ほかの区でどうして書いているかわからないんですけれども、それをまず

つくっていく。それを約束してサインをしてもらうことがこの契約を守る一番

大きな、要するに自分が約束したから守るんだということから、約束文言は非

常に大事なんですね。 

 もう一つが、では、約束したことが守られているかどうかということで、私

の話でいくと５番目なんですけれども、履行状況のチェックをすると。これは

どの段階でどうチェックするかというのは非常に難しいんですけれども、もち

ろん契約するときにも必要ですが、終わってからどうやってチェックするか、

ちょっと考えなきゃいけません。 

 いずれにしても、たしか100なり200でしたか、契約があるので、全部につい

てチェックできるかわかりませんけれども、終わってから履行されたかどうか

チェックする方法をちょっと考えて、それを誰がやるのかということも、この

契約課の方がやるのか、ほかの方がやるのかわかりませんが、私は一定の方々

がそういうチェックする責任を負わなきゃいけないんじゃないかなと思ってお

ります。これが２つ目。 



5 

 

 ３つ目が、チェックした結果、あるいはチェックする前に、ほかの業者から、

あるいは労働者から、実は私たち、私の職場では払われていませんということ

があった場合に、どういう調査をして、どういう指導をするのか。ほかの市で

見ていると、元請に言って、元請が下請に払わせているとか、払われないので、

元請が自分で払ったとか、そういうことが出ておりますので、そういう意味で、

そういう履行しない業者がはっきりした場合に、どういう行政指導を誰がする

のか。もしそれが守れなかったときにどういう対応をするのか。例えば業者の

指名停止というんですか、この間、区からいただいたやつには業者から外すと

か、いろんなそういうのがありますよね。 

 そういうこともありますので、そういうことも含めて誰がどういうことをす

るのかということで言うと、私が言っている、前の上申書で言うと１番、５番、

６番ですね。ほかのところはやらなくていいというわけじゃないんですが、こ

れだけは、いわゆる公権力の行使ではないけれども、行政的な調査や業者を指

導するとすれば、それのもとになる要綱なり、区のほうは条例とはいかないで

しょうけれども、条例の少し下のいろんなものをつくっていただいて、それに

基づいて調査をし、それに基づいてアドバイスするということはやっぱり必要

なんじゃないか。そうしないと、決めるだけ決めて、あとはやりなさいといっ

て、それが担保されなければ、誰も履行しなくなっちゃうんじゃないか。さっ

き言った正直者がばかを見ちゃうと。それはならないように、決めることも大

事なんだけれども、決まって施行するときにはそれを守らせるシステムで、区

長さんもそこのところが諮問事項の１なんですよね。諮問事項の１として、公

契約の適正な履行を確保するために必要な施策について。だから、そういう意

味では、区長さんもそれは求めていらっしゃると思います。 

 この辺は、私がどうこうというより、事務局の方々自身が少し発案していた

だきながら、ちょっとディスカッションが必要だと思いますが、ただ、それが

報酬部会の課題かどうか。この間もお話ししたように、ここで議論していても、

最終的には、ほかの委員の方々にも御同意いただいて、文書は後でもいいと思

いますけれども、こういう案だとかマニュアル、要綱だとか、要綱の案とか、

あるいは第１次案とかでもいいんですが、そういうのを示しながら、実施する

ときにはそれなりのものにできればなと。これはスピードアップする以上、こ

っちのスピードアップも大事かなと。以上でございます。 

○部会長 ありがとうございます。 

 ただいまの（委員名）の提案に関する御意見はございますでしょうか。 

○委員 建設業の場合、元請、それから下請があるわけですが、下請が２次も

３次も４次も５次もあるという中で、果たして元請がその責任をとれるのかと

いう問題があると思うんです。５次までいくというのは特殊例だと思うんです
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が、少なくとも１次、２次、３次ぐらいまでは普通に施工に携わっているとい

うことがあるわけでして、その辺をどうやって追って、それから責任をまたと

らせるか、その辺は非常に難しい部分があろうかと思うんですね。 

○委員 おっしゃるとおりですね。ですから、元請の方にちゃんと約束しても

らって、極端な例を言うと、ある市なんですけれども、元請からお金は行って

いたけれども、１次下請のところから払われていない。東京電力でもよく問題

になっていますよね。その場合には、例えば元請がその差額を払う、あるいは

業者に払わせるということを、行政指導ということになると思うんですけれど

も、私が聞いた、ほかの既に先行している区では、区がお願いして、実際には

やってくれているところもあるんです。ですから、そういうことをお願いして

いくと同時に、もしそれがそのままになってしまうということもあるかもしれ

ないので、その場合には、元請さんにそういう下請さんは次から使わないでく

れということを要望する。あるいは元請さん、これはペナルティーはないんで

すよね。指名なんとかというのは資格の問題がどうかわかりませんけれども、

そういう入札に参加しにくくなる。ただ、どこまでできるか、私もわかりませ

んけれども、そういうことで事実上の実効性を高めると。 

 だから、そんなに簡単であると私も思っていないんです。どこの市もみんな

そう思っていないです。ただ、立派な元請さんは今たくさん出てきている。言

い方はおかしいんだけれども、元請としてはちゃんと下請にそのお金も含めて、

今のさっき出た社会保険料の問題は全く同じ問題ですよね。そういう意味で、

社会保険料はこのぐらい、この仕事の職人さんのあれはこのぐらいというふう

にちゃんとやってくださればできるんですよということでやってもらいなが

ら、渡したお金はそれが労働者にちゃんと行くようにアドバイスしてもらうと

いうことが、逆に元請さんの力をかりて実現することもあるのかなというので、

それは本当に難しいんです。だからこそルールを決めて、みんなが守ると、そ

れはほかの人も守るだろう、こういうことです。 

○部会長 １つは、ルールをつくるという面と、その実行をどういうふうに進

めるかということについて、従来のかけ声はするけれども、実行できないとい

う部分については、国交省もそういう改善を図ろうという段階ですので、それ

で短期間のうちにきれいに変わるということはないにしても、少なくとも発注

者と元請さん、あるいは１次下請さん、２次下請さん、だんだんその点につい

て区の意向として事前に契約に際してこういうことを遵守してほしい、あるい

はしますという約束をする方法を浸透させる努力を契約に際して書面等で確認

できないかということになると思います。その中のさまざまな条項については

具体化していかなきゃならないものがあるんですけれども、この対象の事業に

関して、少なくとも事業者や労働者の多くもそういう公契約条例のある一定の
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定めが行われていることを、働くほうも請けたほうもお互いに知っているとい

うことが一つの約束を守る条件になっていくと思います。そういう条件づくり

をどうするかで、これは建設と土木とでは、土木のほうが建設ほどはやはり下

請の深さは多くないんですよね。 

○委員 そこはそうは言い切れないところがあって、ちょっと話は戻るんです

けれども、今（委員名）がおっしゃっていた、例えば今、現状、ある金額以上

のものについては施工体制台帳というものを整備するわけですね。施工体制台

帳というのはどういうものかといいますと、下請との契約書を全部開示して、

役所のほうに提示するという形なんですね。その施工体制台帳の中身は、要す

るに金額、どのような内訳で、例えば防水工事何平米、幾らという金額。さら

に下請の主任技術者の名前、名簿ですね。あとは作業員名簿等を全部添付して

いて、保険に入っているかどうというところまでチェックされるようなものな

んです。 

 その下請との契約金額、さらにそうした下請の１次下請、今、東京都だと２

次下請までいっていませんから、１次下請までなんですね。１次下請までで、

２次下請以下は名簿には書いてません。１次下請までについては、会社の営業

の許可書であるとか、その他もろもろの書類を添付して出すわけですね。そこ

で要するにお金の取り決めをやるわけです。そうすると、例えば１億円の仕事

の中で2000万円とか3000万円の下請を出しましたといったときに、その下請と

取り決めた金額を明示したものが役所に渡るというシステムなんですね。 

 今、先ほどの話で２次、３次までコントロールし切れない云々の話もありま

すし、例えば下請との取り決めをするときにも、労働の労務単価で契約するわ

けじゃないんですね。例えば2000万円の内訳は、例えば防水工事2000平米、単

価を2000円で計算して幾らになるんだとなっているわけです。そうすると、金

額全体はグロスで出てくるんですけれども、例えばその2000円の単価の中にど

のような金額で労務単価が入っているかというのはわからないんですね。 

○部会長 総価方式でやるから。 

○委員 総価方式でやるからわからないんです。それは我々が役所と契約して

いるときと一緒なんですね。 

 施工体制台帳においてはわからない。だから、我々が下請と契約するときに、

例えば平米単価2000円で契約しました。下請が労務単価を幾ら払っているか、

その2000円のうち1000円なのか、500円なのかわからないんですね。また材料が

そのうち何％かもわからないんですね。そうした中で、例えばその2000円の中

をさらに元請でコントロールしなさいというのは、はっきり言って、厳しい。

厳しいというか、作業、要するに現場の管理作業としては物すごく大変なこと

だということなんです。だから、例えば2000円をばらして、ここの現場に実際
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に何人入ったか、実際それがどれぐらい払われているか、果たして元請にそこ

までコントロールできるかという話だと思うんです。だから、恐らく下請契約

するときには、ほぼ平米単価なり、総価の平米に換算した労務単価の積み上げ

ではないんですね。 

○部会長 その内訳で作業をするわけでもないし、出来高で結局払っていくと

いう形ですから、能率のいい会社は労務単価の比率は下がるかもしれない。 

○委員 少ないかもしれない。 

○部会長 あるいは能率が悪いところはちょっと上がってしまうというばらつ

きが、当然事業者、下請の事業能力というか、方式によって変わってくると。

そういう現実を、実際はそれぞれの工事の部門別や工事別に全体を調整してい

くのが元請さんの作業になるわけですね。 

○委員 そうですね。そうしたときに、例えばお金の原価管理などという場合

についても、その業者は下請がいろいろいますね。その中で、これは出来高が

何％上がったからこれだけで、今月はこれぐらい支払っていますというような

管理をしていくわけです。さらに、それより末端の、要するに労務単価まで管

理しろということになったら、これはとてもじゃないけれども、現場はやり切

れない。 

○委員 出来高とそれに見合った今月幾らというのはよくやる。私も弁護士で

すので、未払いとかなんかが出たとき、それはよくわかります。 

○委員 そうしたときに、それの下請と、今（委員名）がおっしゃったような、

例えば2000円で契約したものが、さらに２次下請では今度1800円で契約されて

いる可能性があるんです。そうすると、1800円の中で労務単価は幾らか、これ

は全然わからないですね。コントロールし切れない。 

○部会長 そういう現実の中で、では、いわゆる最賃だとか、社会保険だとか、

そういうものを含めてどういうふうにするかというところが一つの乗り越える

べき課題であって、それを全部それぞれにきちんと１件１件コントロールする

という仕掛けではないと思うんですね。 

○委員 そうですね。それで、我々は多分、（委員名）もそうだし、私もそう、

元請で仕事、事業をやっていますと、下請で不払いが出た。例えば労働基準監

督署にこれが訴えられたりする。そうすると、やっぱり元請に責任があるなと

いうふうに我々は思っているわけです。これは何かこういうことで問題が起き

て裁判が起きた、これはまずいと。まずいというか、ある意味でこれは指名停

止になるなというふうな恐怖感はありますよ。だから、そういうようなことが

起きないように我々はもちろんやっていますけれども、そこまで何かコントロ

ールしろというようなチェックまで働かされるとたまらないというところだと

思うんですね。 
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○委員 ただ、最賃は今、実際には労基署は元請に言ってくるんですか。 

○委員 そうですね。元請というか、例えばお金が不払いでしたというような

ことがあった場合には、労働基準監督署に訴えますよなんていう話になります

と、我々はやっぱり元請に来るなと思いますよね。だから、それはそういうと

ころでやっぱりたががかかっているんじゃないかと私は思うんです。 

○部会長 そこのところは現実には事業者間である種の信頼関係のもとで作業

するしかない部分があります。だから、確実性においては、できるだけ履行が

保証されるようにしていくにしても、ミスなしというわけにはいかない部分が

当然これまでもあったと思います。その辺をどういうふうに改善しながら進め

るかということを抜きに、ただ、一つ一つ重箱の１粒まで突つくというやり方

は、当初から言うと現実的には難しいと思うんですね。 

○委員 世田谷の場合には結構ラインが低いから、ほかの区に比べて件数が多

いから、逆に言うと、小さく産んでというわけじゃないけれども、大きく産ん

じゃっているから、今のお話しのとおり、今まで御経験いただいた、少なくと

もこういうことが言えるんじゃないかというのを行政指導なり何らかの形、あ

るいは何らかの契約時のアドバイスで、書いてはないけれども、むしろそれを

守るための不文律みたいなものをやっぱり業者に示して、それをできるだけ年

間、時間がたってもやっていってもらう、みんなにやっていってもらうと。 

○部会長 周知努力とね。 

○委員 そういう意味では、業界団体の御協力がないと、実際には広まってい

かないだろうと。そういう意味で非常に貴重な御意見だと思うんです。 

○委員 ですので、僕の今の感じでいったら、その周知、今世田谷区さんがそ

ういうようなことを周知されていますけれども、それぐらいで勘弁してほしい

というのが正直なところです。 

○部会長 その周知と、それから、やっぱり周知することと実行の度合いによ

って、多分今東京の場合にはオリンピックその他で非常に全国的な工事量の中

ではまだ上昇を続けていく地域であると思いますので、よりよい技術者、より

よい技能者、それから施工方法の改善等をすることによって、やはりコストア

ップになりがちな状況と、それからいい技能者をどう確保するかという中期的

な目標に向かってなるべく改善していくということが、東京のポジションとし

て期待されていると思うんですね。そういう意味では、工事量の多いところで

いえば、世田谷区はそういう意味でトップランナーかどうかはちょっとわかり

ませんけれども、そういうところを目指していくということが一つの中長期的

な経済効果を生むんじゃないかと思います。その辺を含めてどう調整していく

かというのが一つの課題だと思うんです。 

○委員 例えば、最初は１億円以上のものに限るとか、できそうなところ、変
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な言い方だけれども、おっしゃるとおりですね。一遍に全部とはいかないけれ

ども、一番トップテンだとか、トップ20だとか、毎年額の多い工事なりなんな

りをやりながら、実情を踏まえながらおろしていく、今はとりあえず周知して

くださいと。指導のところは上のほうだけにしておいて、これでだんだん年数

をかけていくというのもあると思うんですよ。要するにみんなが守れなきゃし

ようがないんだから、どうやって守っていくかについては、経験を積みながら

段階的に広めていくというのもあるかもしれない。そういう意味で非常に貴重

な御意見だと思うんです。確かに難しいんですよね。だけれども、我々はいつ

かはそれを実現したいというのが区の条例をつくった意図だと思うので、そこ

はぜひ少し中長期的なことも考えながら、すぐやれることといずれということ

とちょっと問題を分けて考えていければいいなと思っているんです。 

○委員 先ほど標準見積書の話が出ましたけれども、これはもう社会保険料に

とってはぜひ必要なもので、それがないと数字が出てこないんですね。ですか

ら、それは材料費と労務費を両方出して、労務費に対して年金が15％だとかそ

ういった掛けていって出していく。ですから、労務費自体は今よりは明らかに

なっていくんじゃないかというふうに思っているんです。ただ、１人工幾らと

いうのは、それはちょっと別の話です。 

○委員 トータルで。 

○部会長 じゃ、こういう話ですよね。 

○委員 そうですね。 

○委員 なるほど。 

○部会長 いわゆる標準見積書みたいなものを各業種ごとに、専門工事業種ご

とにある程度様式ができていますので、その中に多分その進め方についてのヒ

ントはあると思うんです。 

○委員 そうですね。 

○部会長 さて、それで、そういうことで、やはり実際の工事の中身に入るこ

とも含めて、具体的な入札から施工までのさまざまなプロセスの中の改善すべ

き点が幾つか、これは各方面からも指摘されているんですが、これを踏まえて、

（委員名）のほうからある程度改善策というものについての御意見をお出しい

ただけますか。お手元の資料。 

○委員 資料、要望書というつづりでございまして、これは私ども世田谷建設

協会、それから世田谷睦水会、世田谷電設工業会、建設に係る設備も含めた団

体でもって取り組みした要望書でございます。 

 入札制度改革ということで出しておりまして、３ページ目の下の段に囲い込

みであると思うんですが、決算認定意見という項目ですが、この中ほどに「今

定例会において可決成立した公契約条例の中に、入札制度改革を担保する明確
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な規定が盛り込まれなかったのは、残念だ。区の認識が『今後、検討する』で

は心許無い。施策の全体像が示されなかったことも残念だ。保坂区長が声高に

言う『マッチング』とは何か。新しいだけの言葉や思い付きのイメージでは、

世田谷の将来は守れない。我が会派は、入札制度改革の実現に向け、積極的に

取り組んでいく」、これは当時の自民党の幹事長の方が言われた言葉でござい

まして、我々もこれに力を得て、今やっている入札制度そのものを変えていた

だきたいということで考えてきております。 

 そのもとになっているのは、２ページ目の国土交通省が発表した公共工事の

円滑な施工確保対策、これに基づいて１ページ目の要望書をつくっております。

これに盛り込まれている主なことがこの１ページ目の項目に入っているという

ことでありまして、設計段階から完成までの間に、こういったことが改革、改

正できないのかどうかということで、要望として取りまとめております。全部

読んでいきますか。 

○部会長 そうですね、少し具体的に。 

○委員 よろしいですか、ちょっと時間がかかって申しわけないんですが、設

計段階としては、建築と設備の整合性を確保してほしいということで、現場が

始まったときに、建築は建築で落札して、設備は設備で落札して、そして一緒

になってやるわけですが、ふたをあけてみると、設備が全くおさまらない建築

になっているような状態が多々見られるということで、これは絶対守っていた

だきたいということです。それから、経済性と合理性を追求した設計。最近の

設計は大分経済的、合理性を追求した設計になっていますので、以前のような

華美な設計はしていないというのが現実だと思います。 

 それから、積算は、適切な数量、施工条件の設定。今現在の積算のやり方は、

結局、図面をいただいてから入札日までの間の期間が短い、約２週間ぐらいし

かないんですね。大型工事になると、やはり１カ月から１カ月半ぐらい時間が

かかるという中で、設計図とともに参考内訳というのが一緒に出てまいります。

この参考内訳数量を受注した会社が拾い直してみると、明らかに数量が違うと

いうことが間々ありまして、これが狂わせるもとになっているということで、

きちっと設計事務所に積算を任せるのではなく、別の積算専門の事務所に依頼

して正確な数量を出してもらうということが要望として出せます。これがもし

できないのであれば、その積算期間を十分に１カ月か１カ月半ぐらいとってい

ただいて、各社がとりたいところは積算を実際にするというのが本当じゃない

かと思います。 

 それから、値入れについては、入札日直近の最新単価にて値入れしていただ

きたい。建築の場合、日々値段が変わっている部分がありますので、その最新

単価にて値入れしていただきたい。それから、見積もりをとって実勢価格に基
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づいた単価を採用してほしい、技能労働者の社会保険料を計上してほしいとい

うことで、東京都さんの例を見ると、この社会保険料は現場管理費に入ってい

るような説明がありましたが、世田谷区さんも正確にこれが入っているのかど

うか、その辺を調べてみたいということです。 

 それから、見積もりをとっても、勝手に下請業者さん、外注見積もり、例え

ばサッシなんかの見積もりは見積価格からネット幾らというような形で、業者

さんから返事が来ると思うんですが、そのネットを勝手に切って、また10％ぐ

らい下げてしまうという例がたまたま非常に多いということで、そういったこ

ともやめていただきたい。 

 それから、予定価格については、公共工事設計労務単価の見直しが頻繁に行

われているので、最新の設計労務単価を採用してほしい。それから、歩切りの

根絶。これも大分減ってはきているようなんですが、都道府県、各自治体とも

にかなりのところで全体設計予算というのが出た段階で、さらにこれぐらい

数％切って出すという例が日常茶飯事やられているような状態で、そういった

ことじゃなくて、見積もりへ上がった正確な数字を予定価格にしていただきた

いということです。 

 それから、発注業者の選定、これは世田谷区独自のいろいろ問題もあるわけ

ですが、発注ランクは単ランクとしてほしい。または最大でも２ランクまでと

する。今の例を見ていますと、Ａ、Ｂ、Ｃというような、Ｂ、Ｃ、Ｄというよ

うな３ランクにまたがって発表されることが間々多いということで、ぜひ２ラ

ンクまでにしてほしい。それから、ＪＶ案件は区内本店業者と組むことを前提

とする。建築のほうでも大分支店業者が入ってきておりまして、そういったこ

とではなくて、やはり本店業者を入れてほしいということです。 

 それから、給排水衛生空調においては、ＪＶの構成員には区内本店業者が入

っていること、そして主に改修工事については適正な工期を確保してほしいと

いう２点が挙げられます。 

 それから、電気工事では、ＪＶの構成員には区内本店業者が入っていること。

Ａランク発注工事は、特定建設業許可を受けている業者が入札に参加できる。

それから、発注ランクは単ランクとしてほしいと。この特定建設許可業者でな

い者が大型工事をとった例があるということで、ちょっとおかしいんじゃない

かということが業界として上がっております。 

 それから、公表の開始、前払い金の増額。これは既に世田谷区さんは大型工

事については２億4000万円を５億円に今上げていますので、その辺の傾向に来

ているというようなことは事実でございます。それから、積算期間を十分にと

る。これは先ほどの積算というところにも関連することですが、十分にとって

ほしい。それから、予定価格の事前公表、事後公表、自治体によっては事後に
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しているところもありますし、世田谷区さんのように事前公表している例もあ

るということです。 

 それから、入札が終わりまして建築工事に入るわけですが、各種スライド条

項を活用してほしい。いろいろ値段が動く、上がるものが時期によっていろい

ろありますので、そういったことについてはスライド条項を活用してほしい。 

 それから、設計変更などの柔軟な運用を実施してほしい。特に不適切な設計

に対してということです。今、設計変更の増額というのは一切認められていま

せん。中でもって予算上限もそれ以上出さないようになっていっているんです

ね。ですから、その中で減があったり増があったりいろいろするわけですが、

そういったときに増減があっても、増があった場合でも、それはもう払ってい

ただけないという実例がもうほとんどでございます。 

 そして最後、引き渡して評価ということです。 

 以上、建設のほうからこういった要望を出しております。 

○部会長 ありがとうございました。 

 大変広範にわたる改善課題というものが提起されました。基本的には国土交

通省の一種の指導方向が重要な課題だという点でお聞きしました。これをいか

に区の中で実現できるかどうかが課題だと思います。 

○委員 前回いただいた資料の中に、区がここまでやっていますって、どこか

に何かありましたよね。区がこれまで改善した内容でしたっけ。それとの関係

でちょっと御紹介いただければと。けさぱっと見て読んできたんだけれども、

前回の資料で、世田谷区における入札制度改革のこれまでの取り組みというの

があるんですよ。これは多分前回の資料でしたよね。第１回の資料で、その資

料の４ページからですか、今これとこれをつなぐというとおかしいんですけれ

ども、多分それなり―それなりって僕は失礼な言い方だよね。たくさんの平

成19年の提言があって、幾つかの改善がたくさん、競争性の向上だとか、透明

性の向上だとか、履行の質の確保だとか、あるいは制度的保障だとかいろいろ

項目があって、これだけでも相当な手当てがなされたというふうに、ちょっと

これだけ読んでも思うんだけれども、それらは条例だとか制度的な保障として

何か明文化されているのかということと、きょう、（委員名）がお話しになっ

たことをもし実現するには何か条例が要るのか、それともどこかの発注部署の

教育で足りるのか。その辺を再度、多分我々はどこかでこの提言についての、

これは区長さんの諮問事項の第２項目ですので、そういう意味では我々も何ら

かの答えを出さなきゃいけないと。そのときに、条例で出すことになるのか、

あるいはこれは発注する部署の人たちの指導で足りるのかなんていうこともト

ータル、最後、ちょっと考えなきゃいけないんですが、そういう意味では、今

までの約８年ぐらいと今回のお出しになっている改革との関係というか、足ら
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ない部分というのは何かあるんですか、ちょっと質問がおかしいかもしれない

んだけれども。 

○委員 これはやっぱり国交省のこの指導ですね。国交省がこうしますよとい

う宣言をしているわけです。こういったものを出していただければそれでいい

と思うんです。だから、切り口が違うといいますか、切り口が違えば、当然言

うことも違っちゃいますので、その辺の違いがあると思うんですね。 

○部会長 具体例になってくると非常に難しくなると思います。今委員が提起

されている、設計段階における建築と設備の整合性というのは、これは価格評

価の整合性と考えてよろしいんでしょうか。総価方式の……。 

○委員 いや、おさまる、おさまらないの価格じゃなくて、実際おさまらない。

意匠と構造、それから設備等々。 

○部会長 枠、箱と中身に……。 

○委員 中身になる。 

○部会長 そうですか。そういう場合が出てくると。 

○委員 そういう例があります。 

○部会長 なるほど。そうなると、実際には、それは再設計ということになる

んですか。 

○委員 そうですね。もう最初からやり直しみたいな形で、現場の中に入って

やるようになるわけですね。 

○部会長 なるほど。こういうわけで、この建設じゃおさまらないんだと。 

○委員 そうです。 

○部会長 それから、これに関連してもう一つ伺いたいのは、建設については

いろんな経験があるので、積算についての誤差もそんなに大きくないけれども、

設備のほうは言ってみればメーカーが大体限定されている設備、例えば下水道

だとか電気設備だとかということになると、その価格の指定の仕方が建設ほど

動かないというか、非常に安定的な価格になっているということから、予算の

総額の中で設備分と建設分というのは、発注する側はこれは分けて表示される

ものなんですか。 

○委員 ええ、別発注です。 

○部会長 別発注になりますか。つまり分離発注。 

○委員 分離発注ですね。 

○部会長 なるほど。そこの整合性とは意味が違うんですね。 

○委員 それは違いますね。 

○部会長 わかりました。 

 それから、価格の実勢に基づくというその部分は、これは予定価格づくりと

いうことなのか、予算段階のものなのか、この値入れの段階での幾つか問題が
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発生する段階があると思います。 

○委員 これは予定価格をつくるための値入れですよね。 

○部会長 そうすると、直近じゃなくて、ちょっと数値の古いものを使ってし

まうことになるわけですか。 

○委員 そういうことはありますね。工事の計画が立ち上がって、設計ができ

て、それから値入れして発注するまでの間は時間があるんですよね。そうする

と、その間にも単価が動いている。だから、設計労務単価にしても、本当は入

札段階の最新の単価を入れてもらわないと、やっぱり実勢と違ってしまうとい

うことですね。 

○部会長 この辺は発注部署によって物が違ってくるかと思うんですが、現実

にそれを直近のものにそろえていくためには、積算のほうの体制を組みかえな

きゃならぬという問題になりそうですか。 

○事務局 では、その辺のことは事務局のほうから説明を。 

○事務局 では、私のほうから若干説明させていただきます。 

 今の建築の関係でお話がありましたけれども、区の場合、どうしても建築、

これは新築の場合なんかですと、基本構想、基本設計と入っていきますので、

基本構想の段階では、これは各区民ですとかそういうものの御意見を入れたり

とかやっていきますので、どうしても基本構想、基本設計、その後実施設計、

入札という形で、おおむね４年ぐらいかけて１つの建物が建っていくような形

になります。ただ、積算単価については、それなりに最新のものを使ってはい

るんですが、要は、営繕部門のほうでその最新の積算単価をつくりまして、そ

れから実施設計ですとか入ったりしていきますので、若干時間的に数カ月かか

る面がございまして、その間に、仮に単価が上がったりとか、それについては

多少なりともずれがあるとは思います。 

 ただ、その辺については現在は、例えば物価の単価が上がったとかそういう

のがあれば、区のほうでもそれなりに当初の契約金額から変更するとかそうい

うことはありますけれども、どうしても数カ月のずれがございますので、最新

の単価でいくとなると、先ほど申し上げました、私どものほうの基本構想から

の積み上げがずっと来ておりますので、やはり直近の単価というよりも最新の

単価ということで営繕部門はやっておりますので、直近ではなくて最新の単価

で予定価格をはじき出しているという形になっていると思います。 

○部会長 そうすると、最新でやってはいると。 

○事務局 はい。 

○部会長 最新というのは、積算資料なんかは毎月出るんですよね。 

○事務局 その辺については営繕部門の話になるので、当然最新の単価で、東

京都のほうの単価になると思いますけれども、それを入れて、設計会社等も含
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めまして出していると思います。 

○部会長 あれは東京都から送られてくるデータを、同じものについてはその

まま世田谷区の単価表の中に入れ込んでいくのですか。 

○事務局 そうですね。具体的には東京都のほうが立てている積算単価がござ

いますので、それをデータでいただいて、その中に入れていくという形です。 

○部会長 そこに問題がないという前提に立てば、その方式で言うと最新、直

近じゃなくて最新案という形になります。 

○事務局 最新の単価という形です。 

○部会長 なるほど。下がる場合もございますか。最近のように例えば……。 

○事務局 最近は資材高騰で来ておりますので、ただ、当然過去にはそういう

単価なんかが下がった部分もあるとは思います。 

○部会長 その場合は、当然最新だから下がるということですね。 

○事務局 そういう形ですよね。 

○部会長 これについてはどうですか。 

○委員 国のほうは、例えば２月ごろ単価改正したじゃないですか。ああいう

場合はその単価からまた変わるわけなんですが、スライド条項を利用して、た

しかそのアップ分は見るというような形ですよね。 

○事務局 そうですね。うちのほうも、当然２月に改定されていますので、営

繕部門としてはそれをもとに単価を出しているはずです。 

○部会長 スライド条項というのは入札前でも行うんですか。契約後、スライ

ドするという形とは違うんですか。 

○事務局 一応スライド条項は契約後になると思いますね。 

○部会長 スライド条項という場合はね。 

○事務局 要するに入札が終わって、その間、契約した後に何かあればスライ

ド条項を適用するという形になると思います。 

○部会長 あと、積算の値入れから後の―値入れの前か、施工条件の設定の

中に参考内訳数量を出すには、元請側としては２週間じゃ短いという指摘があ

るんですが、少し余裕を見て、適正な条件を設定する期間を確保できるものな

んですか。 

○事務局 これは工事の規模にもよるんですが、国が……。 

○事務局 最低２週間は確保です。 

○部会長 最低が２週間。 

○事務局 最低２週間確保という形で、工事の……。 

○部会長 そこから上に出る分には構わないけれども。 

○事務局 そうですね。それは各区だとか各市区町村の考えによると思います。 

○部会長 そうですか。そうすると、工事の大きさによってはそれが長く設定
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できる。 

○事務局 国のほうが最低２週間ということですので、その２週間をとります

が、仮にすごく大規模、世田谷区としてはその辺は大規模工事はないですけれ

ども、大きくいえば学校改築ぐらいですが、２週間を若干超える場合もありま

す。 

○部会長 ２週間を超える場合もある。 

○委員 さっきのここには5000万円以上は20日というのがあって、こういうの

って、私が言っているのは中身が正しいかどうかじゃなくて、何によってそう

定まっているんですか。ちょっと変な質問なんだけれども、例えば何か要綱が

あって、あるいは条例の施行規則か何かがあってこの何日になるというのは、

いわゆる法律家過ぎるんだけれども、根拠条文とよく言うんだけれども。 

○事務局 建設業法等で定められているはずですので、それに基づいて、区の

ほうでそれを使って……。 

○委員 基づいた、区独自のそういう内規みたいなものがあるということです

か。 

○事務局 そのような御理解でよろしいかと思います。 

○委員 そういうことですか。では、今さんがおっしゃっている中の幾つかは

内規を変えれば変えられる、そういう理解でいいんですか。 

○事務局 そうですね。一応うちのほうは契約事務規則というのを持っていま

すので、最終的に変える変えないはまた違う判断になると思いますけれども、

条例ではないので、そういう形でのお話はあるかとは思います。 

○委員 その内規というのは我々がもらえるものなんですか。 

○事務局 契約事務規則はごらんいただけるような形になっています。ホーム

ページからごらんいただくこともできますし、ただ、指名の発注条件とかそう

いったものについては公開しておりませんので、こちらについては見ることは

できません。 

○委員 そうすると、（委員名）御提案の幾つかについては、例えば日数をふ

やそうと思えば、その契約事務規則を変更すれば……。 

○事務局 日数について、詳しくは契約事務規則ではございませんけれども、

その中の規定を使って変えることはできます。 

○委員 そうすると、別に議会で多数決しなくてもできるということね。 

○事務局 公共工事の場合は、最低何日間積算期間を設けなさいという、そう

いう決まりがございますので。 

○委員 それは法律なのね。 

○事務局 それに基づいて、うちは最低そこだけは確保すると。ただし、御要

望が多ければ、また大きな工事、金額が大きくて積算が難しいような工事であ
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れば、その期間を延ばすことは可能かと思います。 

○委員 だから、さっきのここでいえば、既に大きなやつについては20日にな

っているということでしょう。これもその規則の中のどこかに書いてあるとい

うことですね。 

○事務局 規則というか、余りその辺は縛っていません。例えば10億円以上の

工事は15日であるとか20日であるとか、そういうことは決めていないです。と

いうのは、建設業法で最低２週間と言っていますので、今度、うちのほうでそ

の工事の難易度ですとかその辺を勘案しまして、この積算については２週間で

はちょっと無理かもしれないので、では、20日以上とかそういう形で決定させ

ていただいています。 

○委員 だから、法律では、これを見ると5000万円以上は建設業法の定めによ

り15日を確保するんだけれども、さらにもっと大きなものについては20日とか

なっているんでしょう。その20日になっているのは、さっきの契約事務規則の

どこかにあるんですか。 

○事務局 今申し上げたように契約事務規則では、例えば6000万円だったら何

日とか、7000万円だったら何日というふうな明記はしていないです。 

○委員 していないんですか。それは後でどこを直すかということになるので、

ちょっと関心が、細かな話なんだけれども、結局、それは行政の中の判断で変

えられる。 

○事務局 そういう形です。 

○委員 議会の承諾なく……。 

○事務局 ではなくて。ただ、私どものほうもやはり営繕部門ですとか専門の

部がありますので、例えばこの工事の難易度とこれを考えれば、通常、積算は

20日で大丈夫でしょうとか、そういう形のものを聞いていただいてやります。 

○委員 もちろんそれはそれで発注する側と受ける側とそれぞれ事情があるの

で、それはわかりますので。 

○部会長 そこは交渉事項にはなるのですか。例えば事業者が、これは20日じ

ゃ無理だよ、せめてあと５日下さいよという、そういうようなやりとりは可能

なのですか。 

○事務局 通常、入札の場合はもう予定というか案件でぽんと出しちゃいます

ので、この建築工事についてはこうですよという形。 

○部会長 それで受けるか受けないかになっているんですね。 

○事務局 向こうの判断になっております 

○委員 だから、極端に言うと、業者としてみれば自分なりの見積もりをきち

っと立ててみて、利益が上がったり、公契約条例が守れたりするか、それをも

うちょっと時間を持ってやりたいと。それによって、場合によったらこれは受
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けないとか、これだったら受けるとか、その辺の判断が短過ぎる、このお話は

こういうことですよね。 

○委員 ですから、今、設計事務所にほとんど積算を任せているわけですね。

それをやっぱり別にする、責任を分担するところを変えるようなやり方をすれ

ば、もっと正確な数量が出てくると思うんですね。 

○委員 さっきの数量のところも量が多過ぎたり少な過ぎたりする。 

○部会長 幾つか絡むんですね。 

○委員 それがまた絡むんですね。実際やってみたらもっと要るのに、これし

か予算が組んでいなくて安く見積もられている。正しく時間があれば、検査し

たらもっとたくさん数が要ります、こういうことになるんですね。 

○委員 そうです。 

○委員 なるほどね。 

○事務局 あとは、大きな工事になりますれば、当然その年間の予算額が大体

幾らと決まっていまして、計画もこれは立っていますから、では、例えば発注

が下期に出るのであればそれを狙うとか、あるいは上期は学校と何々が出るの

で、では、学校のほうにとか、そういう計画性は立つと思うんです。ただ、実

際、Ａ学校の改築に札を入れようとなって、その期間が短いというのは、（委

員名）が言われたとおり、確かにある程度年間計画をお示ししながらやってい

ますけれども、ただ、その１件１件の期間が短いとなれば、それは今事務局か

ら説明がありましたように、技術的なものがあってこれ以上は短くはできない

けれども、長くするものがあったりなかったりというようなことになろうかと

思います。 

○部会長 それともう一つは、同じような質問になりますが、ランクのとり方

と区内本店業者という縛りは、これは入札条件、競争条件にかかわると思いま

す。その部分というのは、どこで決められるんですか。例えば今、（委員名）

さんが３から２にしてほしいという場合、その決め方は、契約課ですか、それ

とも発注部課で競争条件を定めるんですか。 

○事務局 このランクのつけ方というか、どのランクで発注するかというのは

契約サイドになります。 

○部会長 契約課で。 

○事務局 ただ、2000万円以下の案件については、教育委員会が所管しており

ますので、それは教育委員会のほうでやりますけれども、実質上は同じような

やり方をとっています。例えばこういう工事であればＡランク、Ｂランクみた

いな形。ただ、これは一切公表はしておりません。 

○部会長 そうですか。そうすると、公募する際に初めて出てくる、そういう

ことですか。 
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○事務局 はい、そうです。 

○委員 そのＡランクとＢランクは区が持っているのであって、この人をどっ

ちにしているかなんていうことは相手からはわからないということですか。そ

うじゃない、それはわかっている。 

○部会長 Ｘ事業者がＡランクかどうかということは、Ｘ事業者は知っている。 

○事務局 自分がＡランクなのかＢランクなのかというのは、各事業者はわか

っておりますので、この工事について、例えばＡランクとＢランクの発注工事

ですよ。各事業者さんは自分でわかっていますので、では、自分は積算して、

これを申し込むのか申し込まないのかというのは、事業者さんのほうの決定に

なります。 

○委員 さっきの単ランクということは、それは誰でもできるようにしてほし

いということにつながる。 

○委員 いや、金額に見合ったランクということです。 

○委員 中型のやつは中くらいの業者にもうランクしてくる、それだけでやっ

てくるということですね。もっと大きな事業は大きな事業で、それは大きな事

業にやらせる。 

○委員 ＡとＣといったら、会社の力は相当な違いがあるんですね。それが一

緒くたに同じ物件に入ってくるというのはちょっと。 

○委員 そうか、Ｃランクの仕事はお互いにそのぐらいの同じ力の業者であら

わしてほしいと。 

○委員 そういうことです。 

○委員 それが単ランク。 

○委員 多分そういうふうに出されると、ＡとＣが一緒になっちゃったら、Ａ

はもうやる気がなくなっちゃいます。 

○部会長 極端な話、Ｃで落札したのにＡが下請に入るということなんですか。 

○委員 Ａが一番大きいの。 

○委員 金額の大きいものは、例えば物すごく大きいものはＡ、Ｂランクで発

注されていますね。それほど多くない金額だとＡ、Ｂ、Ｃで発注されているん

ですね。Ａ、Ｂ、Ｃというランクを維持するためにどの会社もしのぎを削って

頑張っているわけです。それがＡランクからＣランクまで一緒くたに入札参加

していいよと言われると競争率が増すわけですね。競争率は増すんですけれど

も、Ａランクは何のために我々はＡにいるんだ、何のために頑張ってＢにいる

んだという話になるわけですね。そうすると、もう何となくこれでは頑張って

やってもしようがないかな。例えば30社の指名が入ってくることが想定されて

いて、それだけの激化した競争が行われるということになると、ちょっとやる

気がなくなるというか、そういうことはあるわけですね。 
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○委員 30分の１になるからということですね。 

○委員 そういうことですね。それが20分の１になるか、10分の１になるか。 

○委員 少ないほうがいいわけですか。 

○委員 やっぱり少ないほうが競争は激化はしないですよね。 

○委員 なるほどね。 

○部会長 だから、その意味では、Ａ、Ｂ２ランクでいくか、３ランクでいく

かというのを決めるのは、発注者側の裁量といっていいんですね。ですから、

それをある程度整序化していくかが課題となります。 

○委員 整序化していくというか、やはり競争はもちろんなきゃいけないんで

しょうけれども、そこまで激化させていいものかということなんですね。例え

ばＡ・Ｂ・Ｃ、Ｃ・Ｄ・Ｅなんていうと、Ｃはどこでも入る。そうしたらＣに

いればいいじゃないか、会社が努力してクラスを上げていく努力を何かそぐと

いうかね。 

○部会長 経営努力の意欲ですか。 

○委員 そいじゃうんですよね。そうすると、Ｃランクにいればどのクラスの

入札も参加できるから、Ｃランクにいればいいでしょうという、そういう話に

なるんです。 

○部会長 それと、本店が区内にありなしという関係はリンクするんですか。 

○委員 それはまた別の問題で、今はあらゆる分野で世田谷区内に支店があっ

ても入札に参加できるようになってきているんですね。そういう区というのは

まだそんなになくて、世田谷区さんは割と平常的に支店業者も入札できる環境

が整っていて、そうなってくると、本店を構えて世田谷区に会社を構えている

業者と、例えばアパートの一室を借りているところと一緒にされるということ

になると、やっぱり本店を構えている業者の勤労意欲が失われるというんです

か、そういうところはあると思うんですね。 

○委員 区長が前回、諮問の第２項で区の産業の育成、私はちょっと言葉を忘

れちゃって、諮問事項がぱっと出てこないんだけれども、そういうお話という

のは、そういうことにかかわってくるんですかね。 

○委員 我々は土木業者ですけれども、例えば本社を構えていて、例えば土木

は本店を構えると、作業員を住まわせる飯場を構えていかなくちゃいけないな

んていうことなんですけれども、そういうことと、例えばアパートの一室を借

りて、ほかのところ、他区から乗り込んできて、社員と事務員さんだけがいて、

会社の体裁が整っていればいいじゃないかということになると思うんですね。

それはやっぱり意味が違うんですよね。ですので、それは同等に扱われるとい

うことになった場合に、やっぱり本店を構えている業者の勤労意欲も失われて

いく。 
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○委員 やっぱり本店のある区に自分が帰属しているという、今の実際職員も

住まわせて、税金も払わせて、住民税も払わせて。 

○委員 地元産業育成、地元産業の活性化ということは諮問でもうたわれてい

ますよね。そういった意味では、支店では税金も納めないわけですよね。やっ

ぱり本店しか納めないわけですよ。そういった意味もありますし、防災面でも、

地元ということで、いざというときには動くと。 

○委員 そうなんですね。 

○委員 防災というのはどういうところですか。 

○部会長 防災協力のための組織があるわけですね。 

○委員 例えば台風が来ました。それで、例えば川が増水しそうです。そうす

ると、建設協同組合の構成会社なり社員が出ていって世田谷区の土木課の指示

で、例えば土のうを積んだりするわけですね。あと、例えば除雪したりとかす

るわけですね。 

○部会長 そういう意味では、地元貢献というか、安全、防災、そういうもの

にかかわる機動力が本店のあるなしで違ってくるということがあるのですね。 

○委員 想像するに、世田谷区で土木の業界はかなり厳しくて、そういう本店

を構えて、実際に労務者を直近に住まわせてやっていくことがなかなかできな

くなってきていて、やっぱり土木業者がどんどん減ってきているんですね。例

えば、これは20年後に土木業者が今の数全部あるかというと、多分ないと思う

んですね。もう半分以下になっていると思うんです。そうしたときに、やっぱ

り他区の業者を参入させておかないと競争力がなくなってくるんじゃないかと

いうこともあると思うんですけれども、それ以上に、やっぱり今の競争が一時

期激化したところで、世田谷区内の業者が疲弊していっているという現状はあ

ると思うんです。 

○部会長 わかりました。いろいろ検討すべきことで、区の裁量の部分がござ

います。これについては、労働報酬下限額を決める議論をするこの委員会とし

ては枠をはみ出す部分もあります。これらは適正化委員会に議論を投げかけ、

改善策に項目を立て、公契約条例の要件に沿い、改善策をまとめて提案し、議

論していただくという形で進めたいと思います。いかがでしょうか。 

○委員 そのときに、やっぱり優先順位というのがあるかと思う。きょう、例

えば10項目ぐらいありますよね。中に５つの目玉はここだというのはちょっと

いずれね。 

○部会長 いずれ近いうちに。 

○委員 答申も10個というよりは、５つぐらいまずやれと。あと残りはもう少

したってからやれと。 

○部会長 時間がかかるものは……。 
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○委員 私どもが考えているのは、やはり労働報酬の下限を決めるということ

で、そうすると、事業者も利益を得て、労働者にしっかりした賃金を払わなき

ゃいけない。ですから、最低制限価格は、今は建築だと大体89％ぐらいだと思

うんですよ。 

○委員 それが一番大きいの。最低制限価格がもろにこれと関係するわね。 

○委員 今は大分上がってきました。でも、それを95％ぐらいにしていただか

ないと、やはりそういった報酬下限額を守れない。多分土木さんもそうだと思

うんですが、95％ぐらいあればそれはね。 

○委員 土木はもう予定価格でもやり切れないものもあるのですよね。 

○委員 そうなんですか。 

○委員 その辺は厳しくて。 

○部会長 ということは、不落、不調みたいなことがふえちゃうんですね。 

○委員 そうだと思うんです。それはふえると思いますね。これから、例えば

年末、年度末にかけて出てくる工事で、かなりの数出てくると思うんですね。

それは予定価格ですらやり切れない。 

○委員 単価が悪いの。 

○委員 単価が悪いんです。単価が悪いというか、予定の価格を積み上げる歩

掛りが乖離しちゃっているんですよね。基本的には物すごく乖離していて、そ

の現状の実勢の価格と乖離している。 

○委員 その辺はペーパーで次にちょっと下さいよ。 

○部会長 歩掛りというのは、あれは国土交通省が５年ごとに見直すのですか。 

○委員 歩掛りというのは、国土交通省、例えばＬ型側溝、Ｕ字溝とかそうい

う構造物を１日１人の職人が何メートル並べられるかということなんですけれ

ども、それが20年前から、30年前からずうっと変わらないわけですね。変わら

ないんですけれども、それがもはや、今や労務者がみんな高齢化してきてだん

だんできなくなってくるわけですよね。例えば10年前に10メートル並べられた

ものが、今は５メートルぐらいしか並べられないとか、そういうふうになって

きているわけですよ。そうすると、もともとの歩掛りがもはや今の現代では通

用していないんじゃないかというところがあって……。 

○部会長 実際に合わない。 

○委員 実際に合わない。 

○部会長 価格と歩掛りというのは両方、歩掛りもそれは……。 

○委員 厳しいと。例えば国交省やら東京都で設定している単価自体が、もは

や今世田谷区の業者でやり切れなくなっているというふうに僕は感じていま

す。だから、恐らく100％であっても、やらない業者がいっぱい出てきている。

100％でもやらないという人がね。 
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○部会長 そうすると、それは地方業者が落としちゃうということにもなるん

ですか。 

○委員 そうですね。やらなくなってくると、そうすると、現状、例えば地方

とかほかの区の業者さんがやったりという状況になっていますね。 

○委員 そこのところで、何かもうちょっと簡単に、一番大事なペーパーを後

で。 

○委員 はい。 

○部会長 これは直接報酬下限額そのものだけではないのですけれども、下限

額を定める条件整備の改善がないと下限額設定も効果的にできないということ

です。そこの部分で初めて有効になる。 

○委員 何か前提条件みたいな、守れというには、守れるだけの条件をつくら

ないと。 

○部会長 そうですね。守れる前提がなければ。 

○委員 今言った、もう100％ですら、例えば土木の仕事だと、年間で出てきて

いる中で、ある数10％の工事はもうお金が満額でもやり切れない、できないん

ですね。 

○部会長 わかりました。 

○委員 それは次回以降、簡単なペーパーで構わないので、ちょっとまとめて

いただいて。 

○部会長 次の委員会というよりも、その前に少し打ち合わせをさせていただ

きたいと思います。 

 さて、それでは、時間も大分迫っていますので、次に、（委員名）のほうか

ら委託事業に関する提案をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○委員 ２枚に分かれてしまいましたけれども、お手元にお配りした用紙を見

ながらということで、１、２、３とつくったんですが、最終的には３なんです。

一番目の１については、労働側になりますけれども、基本的な考え方、こう思

って我々は考えていますよということなので、これはお読み取りいただければ

というふうに思います。 

 それから２番目については、今議論しているまさに中身だと思います。ここ

はちょっとかぶるようですけれども、考え方としてしっかり認識をしてもらい

たいと思いますので、読み上げさせてもらいます。 

 条例の対象事業については、受注事業者等が労働者に対して労務費を削減せ

ずに下限額以上の労働報酬・賃金を支払うためには、適正な予定価格の積算、

今出ましたね。適正な予定価格の積算及び落札率、これも出ましたけれども、

向上ということにより適正価格の契約がなされることが絶対に必要なんだと思

っております。 
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 したがいまして、下限額のこれから言う設定、条例の運用と同時に、ぜひ予

定価格の事後公表だったり、これがいいのかわからないんですけれども、最低

制限価格のさらなる引き上げ、総合評価競争入札における地域貢献評価点の拡

大、今もうお話に出たことですね、同じ考えだと思います。入札・契約制度を

適切に見直すことが絶対的に不可欠である、必要であるという考えのもと、今

回、私のほうでは次の業務委託・指定管理の下限額について提案させていただ

きたいというふうに思っております。これは２枚目になっております。 

 (1)の下限額の設定については、今までの考え方に基づいて、以下のことを要

件とすべきですということで、大きく３つ提示をさせてもらっています。 

 まずは①として、労働の対価として、適格性の高い勘案基準等をしていただ

きたいという部分、それと②が業務の品質を確保・向上する金額としていただ

きたい。あとは世田谷区において現に支払われている公共労働の給与水準を根

拠としていただきたいんだという考えでございます。それから③といたしまし

ては、区内経済活動の振興・活性化のため、世田谷区内の賃金相場は絶対に下

回ってはいけないんだという考え方、この３つを大きな考え方にさせていただ

いておりまして、これが(1)になります。 

 そして、(2)として勘案基準と金額、ここは具体的なものになります。以下の

とおり、区職員の高卒18歳初任給を勘案基準とさせていただいて、時間当たり

1093円とすべきではないかというふうに考えております。 

 この計算、1093円を導き出す計算については計算式というところでございま

す。区職員18歳の初任給の年収という形で計算した場合、１カ月の基本給14万

3000円に地域手当２万8600円、20％分ですか、これを足させていただいて、掛

ける12ということで年間の年収と。なので、賞与等は入っていません。あくま

でも月給だけの年収を、年間労働時間、１週間38.5時間を年間52週というとこ

ろから、祝日とかそういうお休みの日を17日分抜いた、１日7.75時間で17日間

なので、これを抜いた時間で割っていくと、トータル時給が1093円という結論

になりましたので、1093円を提示させていただいております。 

 なお、その下に書いてあるところなんですけれども、世田谷区は非常勤職員

給与の時間単価は、前回もらった資料だったかな、ちょっとざっくり計算して

みたんですけれども、最低でも1164円程度だったんですね。なので、我々とし

ては1093円というのは決して高い水準ではないと考えております。また、条例

対象事業において、いわゆるワーキングプアを生み出さないためにも年収200

万円を下回らないよう、さっきのは1800何時間になるんですけれども、民間の

年間労働時間を2000時間と仮定しても時間当たり1000円を超える金額とすべき

ではないかというのはもうトータル的な考え方なので、どこに基準を置くかな

んですけれども、最低でも1000円は超えるべきではないかというのが本当に最
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低の考え方になっているというふうに考えてもらえればいいかなと思います。 

 ただ、今回、この提案の中には、本当の最初の提案だったので入れていませ

んけれども、できれば有資格者なんかも行く行くは差をつけるというか、ちゃ

んと議論をして、資格を持っている人にはより多く払うという形はつくってい

きたいと思いますし、一部有資格者とその他からスタートするのか、それとも、

もう既に検討されている先行の自治体もあると思うので、細かくこういう業種

には幾らだよとかというふうにやっていくのが最終的には望ましいと思うんで

すが、今現段階では本当に有資格者も含めた最低のところで1000円を超えるべ

きであるという提案をさせていただきたいと思っております。以上です。 

○部会長 どうもありがとうございました。 

 最低制限価格設定の考え方の提案も含めて御提示いただき、ありがとうござ

います。基本的な考え方は非常に大事なところであると思います。御提案の要

点は、まず、事業受託者のほうの条件の改善ということですね。これが予定価

格及び積算落札率等にかかわる改善が必要ではないかという含みだと思いま

す。それで、それを踏まえて下限額の設定に関しましては、３にございますよ

うな、とりあえず現実の公務労働の最低を踏まえた水準設定をしたらどうか、

こういう流れだと思います。 

 そこで、これに関しまして、ちょっと聞き漏らしたんですけれども、この計

算式の中の１カ月基本給の14万3000円プラス２万8600円というのは、これは何

ですか、これは手当……。 

○委員 地域手当というものらしくて、私ももらっているわけじゃないのでわ

からないんですけれども、月給として20％支払われているというのがありまし

たので、それを単に適用させていただきました。 

○部会長 あと、これは12カ月は一時金抜きのということですね。 

○委員 粗く月給だけの年収として考えたわけです。 

○部会長 わかりました。 

○委員 一時金を抜いたというのは、一時金を入れると高くなっちゃうという

ことですかね。 

○委員 そうですね。一時金を入れて高くしてくれるほうが労働者にとっては

多分よりいいと思うんですけれども、まずはそれは時間換算するための根拠な

ものですから。 

○委員 わかりました、年間のね。18歳初任給というのは一番下ということで

すか。 

○委員 そうですね、区職員の。 

○委員 経験のない人。だけれども、いろんな業者のところには５年、10年や

っている人もいるけれども、とりあえず一番下ということですね。 
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○委員 最低下限額としてはということですね。 

○委員 要するにこれ以下は余り区では考えられない。 

○委員 というのをあらわしたくて、こういう形をとりました。 

○委員 前回の資料５というのを見ていただきたいんですけれども、これは前

回の資料ですね。労働報酬下限額対象案件の委託という部分があって、ちょっ

と見てきたんですが、さっきのお話と絡むんだけれども、この1093円というの

は全てのあれですよね。ここを私がちょっと見た限りで言うと、１つは清掃関

係、それから委託のところの施設管理業務、それから資源・ごみ等の収集運搬

業務、これはごみの収集車なのかよくわからない。それから、いわゆる車の運

転業務、給食調理、印刷、その下のその他と指定管理者はよくわからないんだ

けれども、この辺で何か１つでも２つでもほかの、いわゆる特定の仕事ですよ

ね。これは1093円じゃない、要するに最低じゃない部分で、できれば速やかに

ちょっと御検討。すぐ出ないかもしれないんだけれども、目安とか水準で、先

ほど言った有資格というとあれなんですが、基本的には、私なんかは給食の調

理だと、いわゆる調理師さんたちの他区のやつで、あるいは今世田谷に直接雇

用の人がいるかどうかわからないんだけれども、そういうのと比べて、できれ

ばわかりやすいやつはちょっと可能かどうか御検討いただいて、可能であれば、

今回というよりは、先のお話になるかもしれません。目安を何かほかの、たし

か野田市だったかな、たくさん細かくあったので、そこまでいかないにしても、

せめてとりあえずわかるところは出すというのは、間に合うかどうかわからな

いんですけれども、ちょっと展望していただければと。 

○委員 それは非常に大変な作業になってきて、行く行くはやっていかなきゃ

ならないんだという認識なんですけれども、今は1000円も実際到達がというと

ころを考えたときに、我々としてはこの1000円を一つの本当の下限の基準とし

て、まずは全部押し上げたいんだという思いなんです。本当であれば、保育士

さんとか有資格者はいっぱいいろいろあるので、そこもランクを区切りたいと

いうのが本音なんですけれども、まずは下をそうしたいんだというところなの

で、できる限り、ほかのところも含めて何かわかれば僕のほうでも調べてきま

すが、今の段階ではそういう思いです。 

○委員 わかりました。無理を言って済みませんでした。 

○委員 いや、そんなことはないです。 

○部会長 有資格者の議論は、もちろん次のステップとして想定しておきまし

ょう。ともかく底上げした上で有資格別なり職の難易度で定めていく方向に持

っていきたいので、その第一ステップとして最低限だけをとにかく押さえると

いうことが課題だと、そういうことで理解をさせていただきました。 

 引き続いて、それでは、建設のほうの（委員名）、提案を、御報告をお願い
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します。 

○委員 きょう、意見書を御用意させていただきました。それで、意見書のほ

うに入る前に、冒頭、報酬下限額を決めた場合に、特に建設産業におかれると、

どうしても重層下請の中でなかなか下請の管理まで元請さんができないだろう

というお話もございました。おっしゃるとおりだと思うんですね。ただ、この

建設産業特有というか、建設産業の場合、さまざまな工事の専門性が高いとい

うことで、分業制というか下請化というのは、これはもうどうしても必要なこ

とで、決して悪いことではないというふうに思っています。ただ、この建設産

業のよくも悪くも、分業化した上に、さらにその下請がどうしても重複してで

きていってしまうというのがこの間の建設産業の現状でして、実は労働力を下

請に頼るという形状が長年続いて、さらにそれが深くなっているのが現状だと

思います。これが実はこの建設産業の労働条件であったり賃金を引き下げてい

る大きな原因である、理由であるというふうに僕は考えているんですね。本来

賃金であったり労働条件なんていうものは、個々の企業と個々の労働者が取り

決めればいい話なんですが、実はこれが産業として成り立たないような状況が

この建設産業はもう当たり前のようにできていまして、特に受注産業であるこ

とから、元請の事業者さんも常に競争を強いられ、さらに下請の事業者さんも

常に同業者同士で競争を強いられているんですね。結果として見ると、価格を

下げなければ受注ができない。結果として見ると、労働力を持っていて、労働

単価を下げないと受注ができないという産業に陥ってしまっているんですね。

公共工事なんかは特に全て競争社会ですから、結果として見ると公共工事の品

質までを引き下げるような状況に至ったからこそ、今回、世田谷区が公契約条

例を制定しようという大きな理由になっていると僕は思うんですね。 

 だから、現状、確かに元請の事業者さんが重層下請の中の下請労働賃金を把

握するのは難しいのは承知しながらも、ここの部分を今までできないから今後

もやらないではなくて、いきなり１個１個チェックするという意味ではなくて、

やっぱり産業全体でそれをちゃんと守っていく。反対に、この業界として若い

人たちが、今後将来、未来にこの建設産業に入っていく人たちが働けるような

状況にしていくための一つの手がかりというかきっかけにこの条例がなって、

産業も地域も豊かになっていく。そのための制度としてぜひとも発展をさせて

いきたいので、そういう意味で、今回の下限額も含めて御提案をさせていただ

ければと思います。 

 済みません、ペーパーのほうに行きますが、公契約における労働報酬下限額

で建設業の下限ですが、建設産業、どうしても技術を伴う仕事であります。し

たがって、こういう書き方がいいかどうかというのはありますが、熟練技能工

の適正な労働条件を確保して品質を確保する。そのためには公共工事設計労務
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単価の90％をぜひとも御提案させていただきたいというふうに思っています。 

 ただし、どうしてもこの産業にきのう、きょう入っていきなり、また１年、

２年たって熟練工か、皆同じ下限額でよろしいのかということもございますの

で、②にあるとおり、未熟練工の取り扱いについては別途考える必要があるだ

ろうというふうには考えております。職歴が浅い、もしくは技術的にも熟練工

とは認められない者については一定の基準は必要かと思いますが、下限額を別

途定めると。各職種ごとの労務単価の一定何10％、もしくは一律で計算要因の

何％等の未熟練工の下限額の設定が必要だというふうには考えております。 

 ③ですが、この下限額、いきなりきょうこれで決まるというふうには思って

おりませんので、ただ、一定程度、年内ぐらいに、先ほど来年度に向けた答申

もということもありましたので、一定程度の議論をした上で、決めた上で、来

年の４月以降の実施を目指すように考えていただきたいというふうに考えてお

ります。 

 ２つ目ですが、これはこれまでにいろいろ各入札制度について話が出ていた

ものとほとんど変わりません。要は、この労働報酬下限額を担保するためには、

当然そこにある適正な予定価格や契約金額が実行されなければ、この下限額を

守ることはできないだろうということで、この改善。 

 ②に、これも公契約条例の条文の中にありますが、区内事業者の受注機会、

また区内居住者の雇用の機会の確保、これを確保してほしいと。この中にもあ

るとおり、地域経済の活性化等々を促進するために、入札参加要件や総合評価

方式の中で区内事業者の受注機会が確保される制度設計と運用、あとは区内の

下請や労働者を使用することを評価する制度、こういうものもぜひとも御検討

いただきたいというふうに思っています。 

 ３つ目としましては、この公契約条例を受注している事業者さん、下請さん

も含めてですが、あわせてそこで働く労働者の方たちの状況を実態調査等で把

握する必要があるだろうというふうに考えております。過去、世田谷区でも公

契約のあり方検討委員会が設置された際に、平成24年だと思いますが、入札参

加業者、また建築現場で実際にアンケート調査等も行われておりました。これ

を次年度については実施する予算計上等を御検討いただきたいのと、現状、大

規模ではなくても一部、今年度でも実態の調査は必要なのではないかなという

ふうには考えております。以上です。 

○部会長 ありがとうございました。 

 ただいまの（委員名）の御提案についてはかなり御意見があると思うんです

けれども、（委員名）、（委員名）、いかがでしょうか。これが一番きついと

ころなんですけれども。 

○委員 うちも大工を抱えていますので、それで考えているんですが、例えば
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大工が今設計労務単価が２万3500円で、実働日数が平均の１カ月当たり23.7日、

それを掛けていくと、年収が600万円を超えるんですよね。ですから、全産業が

五百何十万円でしたっけ、520万円、それから建設業が390万円ということを前

回話されていますが、それから比較しても随分いい値段だなというふうに思っ

ていまして、初めからそんなに余り背伸びしなくてもいいんじゃないか、もう

少し下のところで設定してもらったほうが完全に履行できるというような感じ

がする数字ですね。 

○部会長 先ほどの（委員名）、あるいは（委員名）の御意見のように、やは

り賃金だけ決めるという作業では、これは円滑にいかないということはもう見

えていますので、でき得れば入札制度改革とあわせて進めていくというこの点

では、（委員名）の御意見も同じトーンだと思います。 

 問題は、未熟練工の扱いは一応外して別途定めるとして、少なくとも来年度

実施ということを考えると、９割ということについては、事業者側から見れば

少し高過ぎると。というのは、改善がそこまでいくかどうかということにも絡

んでくるわけです。少なくとも２年半前ぐらいから17％上昇からの設計労務単

価の引き上げの後、およそ27～28％上がっています。ですから、そのテンポで

上げていくかどうかということになると、来年度の経済情勢はちょっと不透明

なので、今までのテンポでいくかどうかというのは不分明です。ことし並みと

考える話になると思います。 

 それで、問題になりますのは、先ほど出ました適切な積算、その積算に必要

なプライスと歩掛りですね。この歩掛りのほうの関係の改善を踏まえた積算が

どこまで進められるかということです。それに、競争の度合いにもかかわりま

すので、最低制限価格をどの辺に設定できるか、この辺も一つのこの委員会か

らのある種の提案にかかわる気がします。最低制限価格の問題も、この報酬下

限額設定とある意味で連動する部分があると思います。それらを含めた答申を

中間報告としてつくらなければ、改善は難しい気がいたします。 

 そういう意味でこの90％の問題について、ほかの条例制定の自治体を見てい

ますと、85ないし90という２つに分かれています。およそこの辺のところが射

程にあることは間違いないけれども、（委員名）がいみじくも３番目に、では、

実際はどうなのという議論をする必要があると思います。 

 実際に各職別の積算労務単価は出ていますけれども、実際の作業現場で直傭

の方の場合、職種ごと、ある意味で職種を跨いで動いて作業するというような

場合もあるかと思います。例えば２万3000円の職種と２万1000円の職種とが、

ある工事については相互に乗り入れする、高いところから低いところ、あるい

は低いところから高いところへ、仕事の効率は下がるかもしれないけれども動

くことは実際の作業現場であり得るんですか。 
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 例えば（委員名）の会社の中でそういう職種が、型枠工中心で専門化してい

ますから、それは余りないと思うんですけれども、実際にはあるのでしょうか。

例えば重機の機械オペレーターなんかは、幾つかの種類ができる方がいれば、

操作する資格があれば、当然職種は違ってもやれるということはあると思いま

す。その辺の入り込みはどうなっているのでしょうか。そんなに多くはないん

ですか。 

○委員 土木の場合は定常的に、例えば資料６にあります普通作業員、のり面

工、とび工、ブロック工、鉄筋工、橋梁工、型枠工なんていうのは、これは定

常的に同じ作業員でみんなできるんですね。大体土木でそこそこやる人間であ

れば大体のことはできるんですね。 

○部会長 そうすると、職種別の賃金格差というんですか。 

○委員 いや、賃金格差というのはないんですね。同じ職員、人員がやります

ので、基本的には固めて金額は設定していますけれども、ある時期には例えば

とび工をやっていた者が、あるときには例えば型枠をつくったり、あるときに

は鉄筋を組んだりなんかはするんですね。土木なんかでは定常的にあると思う

んです。 

○委員 そういうときに幾ら払うんですか、変な言い方だけれども。 

○委員 最初に決めて、例えばうちの飯場とかに住んでいたら、例えば１日幾

らというふうに決めますよね。 

○委員 でも、職種が違いますよね。 

○委員 職種は同じなんです。土工さんというかね。 

○委員 もう多能工なんですね、いろんなものをやっちゃう。 

○委員 そうなんです。そうなんです。だから、みんな……。 

○部会長 職種別に出ていても、実際は？ 

○委員 例えば建築でも大工さんが解体したりありますよね。 

○委員 それぐらいはあるけれども、大概やってくれない。 

○委員 要するに複数の仕事ができるということなんですね。 

○委員 そうなんです。大体土木の場合はそこそこみんなほとんどやるじゃな

いですか。ブロックを積んだり、解体もするでしょうし、あとはのり面をやっ

たり、とび工、ブロック、軽作業じゃない。 

○委員 そうすると、どれをやったから幾らじゃないんですね。 

○委員 ないですね。１日働けば何をやっても幾ら。 

○委員 １日働いて幾らなんですね。 

○部会長 そうすると、積算単価の何％と仮に設定した場合はどうなんでしょ

うか、どの職で設定するかというのは、実際には各社ごとにそれぞれ選択でき

るという状況になりますね。 
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○委員 そうですね。 

○委員 わからないけれども、場合によったら4000円ぐらい違う。 

○委員 建築の場合はそうじゃないんですよね。ほとんどもう専業化されます

から、もう型枠工は型枠工、解体工は解体工、全部分かれます。ですから、公

共工事設計労務単価というのは当てはまることになりますね。 

○委員 わかりました。 

○委員 ちょっと参考までに数字的な話をさせていただきたいんですけれど

も、（委員名）が言われた建設業、一番悪いときで年収390万円、ということは

１日当たり１万3700円なんですね。それに比べて、先ほど言った10％になると

600万円を若干超えるということで、全産業より既に上回っているというのはち

ょっと行き過ぎな数字かなと。例えば８割にした場合、500万円なんですね。だ

から、８割じゃ夢がないという形であれば、やっぱり８と９の間ぐらいが少し

は上げた感じの部分じゃないかなという感じがちょっとします。 

○委員 どの職種もみんな設計労務単価を基準にしているというのは例外ない

みたいですね。 

○部会長 それはないですね。 

○委員 さっきちょっと見たけれども。あとは何％にするかと。さっきのお話

じゃないけれども、その人たちの職人としての腕にちゃんと値段がついている

と。値段がついているということは、僕に言わせれば、これはほかのところに

ないすぐれた面ですよね。 

○部会長 そうですね。目安がちゃんと出されている点が建設業の積算の特徴

ですね。 

○委員 だとすれば、基本的にはそれを基礎にして、あとは何％というので、

やむを得ないという言い方はおかしいんですけれども、適切なのかなと思って

います。 

○部会長 ある種の物差しが社会的相場づくりに存在しているというところが

建設業の特徴ですよね。 

○委員 少なくとも予定価格はこれを基準にやられていて、これは一般的な技

術を持った人はこのぐらいの費用はかかるであろうということが、少なくとも

発注者側がそういう認識をもとに使っている数字なので、反対に、これ以外の

数字を持ってきちゃうと、その数字は一体何の根拠があるんだということは、

今度説明のつかない数字になってきちゃいますから。 

○委員 これは発注者側が使っている数字なんですね。 

○委員 そうです。 

○部会長 発注者側が受注者側に実際の賃金台帳、支払い台帳から調べ上げた

賃金を集計、解析して職種別に出すのです。調査方法もそれなりに定まってい
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るので、長い歴史の積み重ねがあり、その点でこれにかわるものはないですね。 

○委員 ただ、この労働報酬の下限額というのは、我々事業者に言わせると、

これを最低出してもらわないとという盾にとられると、やっぱり恐怖感という

のがあって、これが設定された段階で、我々仕事がとれなくなるところがかな

り出てくると。だから、これはかなり危険だなと僕は思っていて、やっぱり最

低制限価格という最低報酬の下限額は90％という高レベルではないと僕は基本

的に思いますけれどもね。 

○部会長 この設計労務単価の中には、これまでの傾向から言うと、前年に受

注単価が下がるので、その下がった賃金がまた翌年の設計労務単価にはね返る。

デフレスパイラルが賃金に鋭く投影されて、この10年、2002年ぐらいからだっ

たと思います。10年以上にわたって下がってきたのです。そこで今、20数％上

がって少し取り戻している感じです。この２年半近く相場が上がり、それが設

計労務単価にも反映されてきています。賃金の下支え機能を入れる時期的には

適切という気はしています。先ほど申しましたように、最低制限価格も、これ

に基づいて見直し、少し上げれば、次の年の設計労務単価も上がるという、そ

れがインフレスパイラルにいかない程度の適正な値上がりを続けるのが望まし

いと思うんですね。 

○委員 実際に設計労務単価が上がってきますと、例えば下請さんと、一番端

的なところでガードマン、交通誘導員がありますね。交通誘導員なんかは毎年

ベースアップしているわけですね。都市土木をやっていますと、交通誘導員と

いうのはかなりの数を使われますね。そうすると、例えばことしは設計労務単

価が上がりましたよね。値段をアップしてくださいという話に必ずなるんです

ね。要するに、ことしは設計労務単価が幾らになっているかということは、ガ

ードマンをやっている警備会社は認識しているわけですね。そうすると、我々

にそういう交渉をしてくるということがあるわけです。そうすると、徐々にや

っぱり上げざるを得ないというところがあるわけですね。 

 それはそれでいいんですけれども、さらにこの下請の最低下限額まで決めら

れるということになると、もうどうしようもならないんじゃないかと。それは

ガードマンだからそうですけれども、これが未熟練工の扱い、例えばこの未熟

練工のパーセンテージがどの程度あるかというと、かなりあるわけですよ。要

するに労働者の中で……。 

○部会長 ざっと何％ぐらいですか。 

○委員 多分かなりの数がいると思うんですね。自分のところで労務者を抱え

ていればいいですけれども、例えば労務だけを頼むということになった場合に、

わけのわからないのが来るわけです。事業者にはそういうリスクがあるわけで

す。だから、これはそういうところまで下で網をかけられるということになる
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と、もうあっちこっちで何かたがをはめられていき続けるという感じが私はし

ていて、やっぱりその最低基準額というのはもっとずっと下のほうにあるべき

で、この未熟練工の扱いというところのリスクは、我々事業者が負わなきゃい

けないところですから、正直、そこについてはどうしてもちょっと承服しかね

るところがあります。 

○部会長 実は根は非常に深いと私は思うんです。というのは、かつて建設産

業というのは失業者の受け皿産業でもあったわけです。だが、この間の重層下

請化と競争化で賃金単価が下げられ、受注単価も低下が続いてきた。そのため

に、新しく入ってきた人に技能を伝達していく役目を担っていた現場の技能者、

親方層の仕事の中に訓練とか育成という項目を入れ難くなってきたと思います

ね。ですから、それを本当は入れるとすると、結局能率が下がる。能率を下げ

るわけにいかないから、とにかく頭数だけ入れるという、何か裸の競争よりも、

競争の枠組みが外れた状況の中で、未熟練工問題というのがかつてと違う状況

になっていると思います。そのためには、ゼネコンも技能者の資格にちゃんと

区切りをつけ、次第に未熟練工と仕分けされ、事業者側も能力のある人をそれ

なりに処遇しないと、下請業務の遂行もさわってくるでしょう。 

 その意味で、下限額設定は改善の一つの引き金にする。そこで下請育成も、

技能者の確保、その認定方法などの格付をするといいと思います。ドイツみた

いに３年間なら３年間の職業学校を出ないと職につけないというふうな、そう

いう労働市場への参入規制があれば、こういう問題は起きないと思います。そ

の点が日本の場合は少し緩い市場になっているので、どうしても適切でない人

が入ってきています。昔は現場の指導工が面倒を見ていた。けれども、なかな

かそういうふうにならなくなってきているという現実がある。何とか職業技能

者の育成に業界として取り組むべき大きな課題ではないかと思います。 

 この取り扱いは頭が痛いところですが、（委員名）も相当悩ましいと思うの

です。この点をどこまでやるかは今後議論したいと思いますが、何らかの基準、

例えば交通整理の方より低くするか、高くするか、その辺が一つの議論のしど

ころではないかと思います。全体の賃金水準や業務の遂行に妨げにならない形

の設定は何とかできるだろうか。考えたいと思います。 

 さて、きょうは大分煮詰まった議論ができましたので、あと、私がちょっと

考えておかなきゃならないと思いますのは、次第のほうの④となっているとこ

ろなんですけれども、社会保険の実施体制は、標準見積書等の大体２次、３次

下請までですか。標準見積書の把握が可能な範囲は元請から１次下請が、また

求めないところもあるかもしれませんけれども。 

○委員 今はまだまだら模様ですね。 

○部会長 まだら模様ですね。 
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○委員 払ってくれるところもありますし。 

○部会長 また業種によっても違いがある。いずれにしても社会保険料は強制

加盟体制で予算も組まれています。これを何とか浸透できる仕組みをとれない

だろうかということです。今度、マイナンバー制度が出てきます。いやが上に

も雇用者に幾ら払い、社会保険関係費用が出ざるを得ない体制に、二、三年後

ぐらいには出てくる状況です。これらを踏まえて、社会保険加盟問題等含めて、

契約上の扱いを考えざるを得ないでしょう。これは後で浸透を工夫できないだ

ろうかということが１つです。 

 それから、（委員名）の御意見の中にありましたように、ここまでが難しい

ものが、どこまで把握できるかわかりません。けれども、実際の賃金や報酬は、

特に一人親方問題があります。そういう形で材工こみの場合も含め、実際に下

請の下のほうの作業がどう価格形成されているのか。事実に基づいて目測を立

てた上で、机上の空論で決めても、実効性を伴わない方策になりかねない。特

に世田谷区の場合は工事対象の金額が下がっています。その点を踏まえて、事

実を把握したいのです。（委員名）は実態調査を明確におっしゃっています。

その辺を、区の来年度事業の中で公契約関連で加えていただきたいということ

です。 

 それで、これは部会としてそういうことをお願いしたいと思うんですけれど

も、いかがでございましょうか。御賛同いただければ、改めてお願いをしたい

と思います。 

○委員 僕のほうは、労働者だけではなくて、受注されている事業者さんにも

聞き取りをして、それは単純に労働者の賃金を聞くというよりは、受注環境が

今どういう状況に置かれていて、またその入札制度にこういうことを事業者さ

んが求めているとか、そういうことも含めてアンケート調査を事業者さん向け

にする。これは建設業だけではなくて、委託の業務についても同様にやる。一

方で、働いている方たちの働いている状況なんかも当然これは把握する必要が

あって、これは事業者さんを通じてというより、できれば建設業なんかですと

現場単位でということも可能かと思います。ただ、当然そこには元請事業者さ

んの御協力をいただくことも必要かと思いますので、その辺、発注者である区

のほうからも御協力をいただいてという形にはなると思います。 

○部会長 条例制定検討委員会で、2011年でしたか、2012年でしたかに行った

調査は、契約課から各事業者に出したので、回収率が非常にいいし、また記入

もよかった。ですから、実態把握については、世田谷区の契約課が動きますと、

適正な調査が可能になることがわかりました。ぜひこれはお願いしたいと思い

ます。事実に基づいて、この条例運営を適正なものにしたいと思います。ぜひ

次年度の中でお願いしたいと思っているんです。 
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○委員 可能であれば、区で大々的なのは次年度であっても、私ども組合の関

係でいくと、世田谷区と一緒にやったものもありますし、それ以前は建設協会

さんなんかの御協力をいただいて、一部の入札現場では個別に先行して実態が

どういう状況かというのも、可能であれば実際に調査をしてみて、この委員会

での議論の材料にさせていただけるようであれば、そうしていただく。ただ、

その際にも、区のほうから一報があるかないかによって、多分それは元請さん

の御協力の仕方も違うと思いますので、可能であればそういう御協力もまたし

ていただければなと思います。 

○部会長 ということで、時間ももう大分迫ってまいりましたが、きょうは、

（委員名）の御提案に始まりまして、でき得れば、今後のこの次の会合に向け

て、現在の契約のあり方とか、あるいは施行の仕方について、さまざまな領域

に検討すべき課題が提起されている部分もございますので、次の専門部会で議

論すべきことと、それから、適正化委員会全体に議論すべき課題を仕分け、次

の会合にはそれを踏まえた議論をさせていただき、今年度中に中間報告を出す

ことになってまいります。少し作業のピッチを上げたいと思います。 

 この後は、私とまた事務局のほうで少し話をして、各委員さんのところに個

別に尋ねたりして、次へのステップに必要な材料を整え、次の会合をしたいと

思います。大分時間が迫ってきていることでもありますので、恐れ入りますが、

次の専門部会の日程を定めさせていただきたいと思います。議会との関係なん

かもございますと思いますので、きょうは９月８日ですので、10月……。 

○事務局 あしたが議会の質問締め切りでして、16日から議会がスタートしま

す。10月21日までが第３回区議会定例会という状況でございます。 

○部会長 なるほど。そうすると、この間は難しいと。 

○事務局 この間はちょっと難しいということと、あと、やはり公契約適正化

委員会のほうも12月までの間に１回は開いて、きょうの御議論も投げて、多少

キャッチボールしなければいけないと。あと、あわせて入札監視委員会も予定

を入れなければいけないということですので、その点は、委員の皆様方には大

変申しわけないんですけれども、タイトな中での日程調整になってしまうんで

すが。 

○部会長 監視委員会の日程はもう入っているんでしょうか。 

○事務局 11月２日月曜日に入札監視委員会を入れてございます。 

○部会長 そうしますと、これを外してその前後。 

○事務局 その前後あたりでやる。 

○部会長 その前後。では、10月の最後の週に労働専門部会を設定したのです。 

○事務局 それで今、私ども事務局で考えている日程が10月26日の週、それか

らあと、10月も決算委員会の合間を縫うという形で、10月６日から９日の間ぐ
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らいでしたら、私どもの定例会中でも可能です。 

○部会長 そうですか。ちょうど１カ月後ぐらいになりますが、（委員名）、

一番お忙しい、皆さんお忙しいんですけれども、その10月第２週のところはい

かがでしょうか。 

〔日程調整〕 

○部会長 では、10月27日の午前中、10時から12時までと。 

○事務局 では、27日の10時から12時でよろしいですか。また場所等は追って

連絡させてもらいますので、お願いします。 

○部会長 よろしくお願いします。 

○委員 そのくらいで入れていかないと、さっきの宿題が、ことしの宿題かわ

からないけれども、せっかく調査から……。 

○部会長 できましたら必要な、特に契約書等の先ほど出た、（委員名）が提

起されている問題について少し規則等の現物を、ネット上でとれるんだそうで

すけれども。 

○委員 そうですか、ほかの自治体。 

○事務局 先ほどおっしゃった世田谷区の。 

○部会長 世田谷区のやつです。 

○委員 そうですか。 

○部会長 それはこういう分厚いものか何かになっているんですか。 

○事務局 契約事務規則のほうはそんなに分厚くはないですね。 

○事務局 それに基づく要綱ですとか事務要領で定めてございますので。 

○委員 それはネットでとれるの。 

○事務局 ごらんいただくのは、でも、全部は。 

○部会長 では、規則だけでも。 

○委員 ちょっとさわればいい、規則だけでもちょっと引っ張ってコピーして

送ってください。済みません、最近電子機器を使いこなせないものですから、

化石みたいな人間です。 

○部会長 規則だけでも、（委員名）のほうにお送りいただいて、それで、幾

つか事例的にもしこれとこれを見せてほしいというのがあれば、また後でとい

うことで。 

○委員 そうですね。とりあえず見せていただいて。 

○部会長 その作業を（委員名）にお願いしちゃうのはだめですか。 

○委員 とりあえず規則を見て、入札のほうもちょっと絡みがあるだろうと。 

○部会長 私のほうから答申に盛り込むべき課題について、（委員名）、（委

員名）のところに提案の形でお送りしたいと思います。もちろん事務局にも回

します。 
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 それで、きょう、（委員名）からはかなり考え方から実施のところまでいた

だいていますので、それはかなり煮詰まった提案だと受けとめます。それは答

申のほうに、中間報告のほうにぜひ盛り込みたいと思います。あと、（委員名）

とまた折衝して、建設のほうをどのくらいにするか、また、未熟練工をどう扱

うか、この辺、ちょっと調整をさせていただければと思います。その上で、次

の委員会の中で答申の骨組みを提案したいというふうに思います。よろしくお

願いします。そんなことでよろしいでしょうか。 

 ほかに特にこういう点で何か御要望とか御意見はございますでしょうか。 

○委員 済みません、ちょっと確認なんですが、議事概要と議事録の件です。

僕はこの間の会議で、当面この会議について非公開でというふうにしたんです

けれども、非公開というのは傍聴はしないという意味で話をして、議事録は作

成しますよというお話だったので、それをただ一方で、こういう内容で話し合

いがされたということは、例えば、皆さんに配るのは議事録はそのままだし、

一般的にオープンにするときには、僕は金額的なものだったりお名前等は消し

たものを公開するという認識だったんです。実際、今公表している議事概要と

いうのは本当にスポット的な意見だけが、適正化委員会なんかは特にそうなん

ですけれども、実際に会議に出ている者があれだけを見た感じでは、これじゃ

全く内容が伝わらないんじゃないかなと。議事概要というのは、どこまでが議

事概要かというのは認識の違いなのかもしれないですけれども、もう少し中身

がわかるものを公表していいものとして準備をされたほうが、あれでは何とな

く、確かに何をここでやっているんだと言われてしまうと、何もわからな過ぎ

るかなという気がするんですが。 

○部会長 それにつきまして、私もちょっと曖昧だったのです。１つは、議事

概要はもう少し拡充し、少なくとも議論の中身、ポイントはわかるような形に

まで少し膨らませてほしい。 

○委員 最終チェックみたいなことを一応部会長として。 

○部会長 議事録全体は、それぞれ発言された方の名前が入っているのを前回

メールで送っていただいているのがございます。それはそれぞれ自分の部分を

チェックされて、それを整序した上で、最終的に事務局のほうに届けていただ

き、最後は委員の名前をＡ、Ｂ、Ｃなりにして、それで保管し、請求があれば

出せるようにする。 

○事務局 その辺の考え方の説明を。 

○事務局 この前、皆さんにお話ししていただいて、適正化委員会もそうです

し、部会のほうもそうで、当面はざっくばらんに方針ですとかいろいろ決める

ということで、当面は議事概要で、傍聴はちょっと待ってもらおうという話を

しておりました。まさに議事概要ですと、どういう話があったかというところ
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がわからないようなこともありますので、通常、こういう委員会ですと、議事

概要というのはもうつくらないで、議事録をそのまま公表します。それは、あ

る程度Ａ委員、Ｂ委員、事前にここでお話ししていただいたことで、各委員さ

んにそれを投げまして、ここの趣旨はこういう趣旨ではないよとか、あるいは

個別の金額であったりとか、その辺は省きましょうとか、そういうのはできま

すので、議事概要を新たにつくるというよりは、議事録をそのまま出すという

のが通常の委員会での公開の仕方でございます。ただ、これは区民なりなんな

りから情報公開請求が出ますと、Ａ委員、Ｂ委員は隠さずに各個人の名前は出

して、その請求者には行くような形になります。ですから、今、お話があった

ように、議事概要ではなくて、今後、そのまま議事録を公表するという形がい

いのかどうか、その辺はこの委員の中で決めていただければと思います。公表

する中は、さっき言ったようなＡ委員、Ｂ委員。最終的に仮にどなたか、区民

の方から情報公開請求が出て、その方に公開する場合は、委員の名前は出てし

まうという考え方です。以上です。 

○委員 それは多分、今現在も同じですよね。 

○事務局 同じです。 

○委員 今現在も請求されればそのままのものを出しますよということなんで

すね。 

○事務局 そういう形です。 

○部会長 一応議事録を中心に開示するということで、またお手間をかけます

けれども、自分の発言を検討いただいて、これはさまざま都合が悪い部分があ

るということであれば、消すなどして、正式な案をつくる手間に、御協力をい

ただきたいと思います。そんな形で委員会の情報公開様式を決めたいと思いま

す。よろしいでしょうか。 

〔「はい」の声あり〕 

○部会長 どうもありがとうございました。 

○事務局 もう１点だけ、傍聴のほうはどういたしましょうか。 

○部会長 傍聴のほうは、しばらく控えていただくという話だったと思います

ので、そうしたほうがいいと思います。 

○事務局 ということでいいですか、部会のほうでは。 

○委員 この部会は、少なくともきょうみたいな議論は半分しかわからない、

教えてもらってからでいいような。 

○事務局 ということは、部会として傍聴のほうは当面は控える。あと、議事

録は今のお話があったような形で進めさせていただきますので、よろしくお願

いします。 

○部会長 知りたい方は議事録のほうを見ていただきたいということでお願い
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したいと思います。 

 では、そういうことで、本日は、どうも雨の中をありがとうございました。 

 


